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高齢者の移動手段の確保を巡る動き

2016年（平成28年）11月
• 高齢運転手の関わる重大事故が相次いで発生

⇒対策の検討が急務に

⇒関係閣僚会合開催（警察庁、国土交通省、厚生労働省、総務
省）

• 『高齢者の移動手段の確保』がテーマになる

①改正道路交通法の円滑な施行

②社会全体で高齢者の生活を支える体制の整備

③更なる対策の必要性



高齢者の移動手段の確保を巡る動き

2017年（平成29年）3月
• 国土交通省内に「高齢者の移動手段の確保に関する検討会」設置

2017年（平成29年）6月
• 「検討会」中間とりまとめ公表







検討会の課題

・近年交通死亡事故件数が減少する中、高齢ドラ
イバーが加害者になる割合が急増している

・高齢者の免許返納後の暮らしを地域でどのよう
に支えていくのか

⇒足元では生活交通の縮小に歯止めがかからない

⇒担い手不足が重くのしかかる



高齢者の移動手段の確保を巡る動き

【中間とりまとめ概要】
４．許可・登録を要しない輸送（互助による輸送）の明確化

・ルールの明確化

⇒道路運送法上の「許可・登録を要しない輸送」について

ガソリン代等の他に一定の金額を収受することが可能な範

囲を明確化

⇒営利を目的としない「互助」による輸送のためにＮＰＯが

自治体の車両を活用するなど、輸送の対価に当たらない支

援を例示



今なぜ許可・登録不要の形態か

• 国土交通省は法律の枠外である許可・登録不要の
移動支援を明確化

• 厚生労働省は将来の介護保険財源・担い手不足に
備えて、生活支援（移動支援）は住民主体（元気
高齢者）に移行したい

⇒地域包括ケアシステムの確立
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全国で住民主体・助け合いの移動支援の模索が
活発化している



「４．許可・登録を要しない輸送（互助による輸送）の明確化 ・ルールの明確化」

②許可又は登録を要しない運送サービスが、多様な移動手段と有機的に連携し、持続可能な地域交通ネットワークの形成に
資するよう、自治体が主宰する協議会から参加要請があった場合には、これに積極的に協力すること。

○ 道路運送法上の許可・登録を要しない輸送について、ガソリン代等の他に一定の金額を収受することが可

能な範囲を明確化する等の通達改正を行った。（平成30年３月通達改正）

( 1 )規制の趣旨の明確化

・規制の趣旨を通達に記載。
・合わせて、許可又は登録を要しない運送を行う場合の留意点を記載。

○ 自家用自動車による有償運送について許可又は登録が必要とされて
いる趣旨は、以下のとおり。
・自家用自動車については、旅客自動車運送事業のような輸送の安全や利用者の保護のための措置が一般的には
行われていない。
・自家用自動車による旅客運送を有償で行う場合には、輸送の安全や利用者の保護のための措置が確保されているとの
期待感を利用者一般が有していることを踏まえ、これらの措置が確実に行われていることについて、許可又は登録の際に
確認する必要がある。

○ 許可又は登録を要しない運送を行う場合の留意点は、以下のとおり。

①許可又は登録を要しない運送サービスは、道路運送法上の規制の対象外であることから、以下について当事者が認識した

上でサービスの提供及び利用が行われるよう明確に周知すること。
1)本運送は道路運送法上の規制の対象外であり、同法が定める輸送の安全及び利用者の保護のための措置が担保されてい
ない旨
（自主的に輸送の安全及び利用者の保護のための措置を行っている場合にはその旨）

2) 事故が生じた際の責任の所在
（仲介者は利用者と運転者を仲介するのみで運送責任を負わないのか、それとも運送責任を負うのか等）
3) 損害保険の加入の有無及び補償内容

中間とりまとめ
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利用者保護担保さ
れていないことを
宣言しても仕方な
い。自主的な取り
組みが大切！



輸送の安全＆利用者保護のための措置とは

運行管理

・運転者の健康管理

・運行記録

・運転者に対する指示等
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輸送の安全＆利用者保護のための措置とは
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輸送の安全＆利用者保護のための措置とは



『高齢者の移動手
段を確保するため
の制度・事業モデ
ルパンフレット』
２０１９年１０月



(1)-１ 利用者からの給付が、任意の謝礼と認められる場合

(1)-２ 利用する・しないに関わらず 会費等が一律の場合

(2)-１ 利用者からの給付が野菜や地域通貨など換金性が乏しい財物などで行われる場合

(2)-２ ボランタリーなサービスを相互に提供し合う場合

(3）利用者からの給付がガソリン代実費、道路通行料、駐車料金(特定費用)のみの場合

(4)-１ 市町村の事業として市町村の車両で実施されるなど、利用者の負担がゼロの場合

(4)-２ 自家輸送の場合

(4)-３ 介護や家事身辺援助等のサービスと一体型の場合

(4)-４ 利用者の所有車両で送迎を行う場合
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道路運送法上の「許可・登録を要しない運送」について



（４）-３ 家事・身辺援助サービスの一環として送迎
をする場合※抜粋

家事や身辺援助が中心となるサービスにおいて、車両による送

迎を行い、運送の対価を求めない場合や、家事や身辺援助が中

心となるサービスを実施するなかで、結果的に送迎のみのサー

ビスが提供されたとしても、あくまでサービス全体では家事や

身辺援助が中心となるサービスが提供されている場合は、許

可・登録は不要です。たとえば、買い物の付き添いをした場合

に、車に乗ってスーパーへ行っても歩いてスーパーに行っても

料金が同じであれば、許可・登録は不要です。



（４）-３家事・身辺援助サービスの一環として送迎を
する場合※抜粋

【料金が同じなのでOK】

・買い物支援（送迎つき） 30 分３００円

・買い物支援 30 分３００円

【料金が違うのでNG】

・買い物支援（送迎つき） 30 分３５０円

・買い物支援 30 分３００円

＜注意＞
ただしこの場合は、別途
ガソリン代を請求するこ

とは出来ない！



事故のリスク

走行距離あたりの事故率はタクシー
と比較するとはるかに低い！

国土交通省「自家用有償旅客運送の現状等について」



高齢ドライバーの事故リスク

• 高齢ドライバーは他の年齢層よりも多くの死亡事故を起こして
いる。その根拠は・・・

• 年齢層別免許保有者十万人あたりの死亡事故件数が75歳以上の
ドライバーで最多

• ただし事故件数で見ると、最多が16～24歳、次に25～29歳、
なんと、65歳以上のドライバーの全事故件数は30～39歳のド
ライバーと同じくらい少ない

衝撃耐性が低いために高齢ドライ
バー自身が犠牲になっている！

高齢ドライバーが危険なわけではな
く、身体が虚弱である、が正解！

山梨大学准教授 伊藤安海氏『高齢ドライバー』より











地域で移動支援を始めるために

• 自家用自動車を活用した地域の移動支援の環境は整いつつある

• 移動支援の最適解は地元の人たちにしか分からない

• 地域の課題解決の取り組む人を巻き込んでスタートするタイミ

ングを逃さない！



ご清聴ありがとうございました！
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TEL：０７２－６２６－０９１１


